
42 知的資産創造／2022年12月号

特集 DX時代のイノベーションと無形資産の新しい関係

要　約

1	 イノベーションは職務経験、学歴、研究分野において多様な背景を持つ人が集まる組織
から生まれるといわれ、その本質は価値観の多様性にある。企業内では多彩なケイパビ
リティを持つ人材のエンゲージメントを高め、イノベーションを牽引する体制を強化す
る取り組みが行われる一方で、マクロな観点からすれば、企業、業種、業界を横断した
人材交流やキャリアパスの多様化を通じて、人材市場の流動性を高めることがイノベー
ション創出に必要である。特に、イノベーションの担い手となるスタートアップを巻き
込んだ人材流動は、現状では人材が流入しにくい状況にある。

2	 大企業の人材施策として、スタートアップで就業経験を積む「スタートアップ出向」が
注目されている。大企業側のイノベーション機会不足とスタートアップ側の経営人材不
足の解消を目指した施策であり、双方での新事業創出を加速させるものである。その施
策には、転職に限らず、兼業・副業・プロボノといった多様な選択肢が存在し、大企業
人材がスタートアップへのキャリアを具体的に考えるための接点は広がってきている。

3	 人材を起点にイノベーションエコシステムを加速させるためには、大企業人材にスター
トアップキャリアへの関心を高めさせ、行動を促す具体施策を整えるとともに、人材流
動を支援する仲介事業者の役割が重要になる。人材紹介会社、アクセラレーター、ベン
チャーキャピタルといったエコシステムの担い手それぞれが、スタートアップの成長す
なわちイノベーション創出の役割を担えるかが重要であり、人材を流動させた結果、ビ
ジネスがグロースしたのかどうか、流動先に価値が生まれたのかどうかによって報酬が
判断されるような、長い事業の目線で人材ビジネスを捉え直すことが求められる。

Ⅰ　イノベーション創出を担うスタートアップ
Ⅱ　大企業人材とスタートアップの接点創出
Ⅲ　大企業とスタートアップの人材流動
Ⅳ　人材を起点としたイノベーションエコシステムの創出に向けて

C O N T E N T S

小野寺  萌 岸  浩稔

大企業とスタートアップの
人材流動を起点としたイノベーション
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Ⅰ	イノベーション創出を担う
	 スタートアップ

1	 価値観の多様性が
	 イノベーションを加速させる
「イノベーション」という言葉が示す意味は
文脈によってさまざまである。非連続な変化
をもたらす技術革新であるとも、これまでに
ない要素の組み合わせによる新結合であると
も、シンプルに事業の成長を実現することで
あるとも、何か新規事業を生み出すことであ
るともされる。確実なのは、どのような組織

でも常にイノベーションの要求にさらされて
おり、それは簡単には満たすことのできない
先の長い取り組みだということである。

過去の調査研究では、イノベーションに必
要なものは創造性であり、創造性は組織内に
性差のほか、職務経験、学歴、研究分野など
において多様な背景を持つ人が集まることで
生まれると指摘されており注1、過去、日本
の多くの組織で女性比率などの数値目標を掲
げ、性別・国籍・年齢などの統計学的な属性
から多様性を満たそうとしてきた。

人口減少時代に入って久しい日本企業の課

図1　創造的に働くために必要な要素

ビジネス環境の変化に素早く対応できる
柔軟な組織にすること

経験・継続年数より適性を重視して
管理職に選ぶこと

安定的な雇用を確保すること

能力のある人材に、多額の報酬を与えること

キャリアを柔軟に選択できること

ルーチンワーク（定型的な業務）を
自動化できるITシステムを整備すること

稟議、手続、ルーチンワーク（定型的な業務）
などを減らし、業務を簡素化すること

働き方（テレワークや兼業など）を
柔軟に選択できること

今より職位の低い人が意思決定
できるようにすること

社外の専門家を活用しながら業務を遂行すること

ルーチンワーク（定型的な業務）を
アウトソース（社外委託）すること
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出所）野村総合研究所「中間管理職層を対象にした働き方に関するアンケート」（2017年 2月） より作成
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官民を挙げて取り組まれているが、その目的
の最上位は価値創造によるイノベーションの
創出だとされている注3。

2	 人材を組織の外に送り出す
人材流動性が低い日本の労働市場におい

て、採用を通じて新たな人材を獲得するのは
限界があり、組織の多様性を高めるには不十
分である。そのような状況下で、多くの大企
業は人材を育成する試みとして、部署ローテ
ーション、MBA留学、海外研修といった施
策を実施している。これらの取り組みは、人
材育成というだけではなく、社外の環境に人
材を送り出し、内部にいる人材とは異なる業
務経験や専門分野を身につけた後に元の組織
に戻ってくることで、異分子として組織の多
様性を高める意味合いを兼ね備えている。こ
のような取り組みは欧米の大企業の施策とは
異なってはいるものの、ダイバーシティ＆イ
ンクルージョンを通じたイノベーション創出
の取り組みともいえる。この取り組みをより
効果的に行う施策の方向性として、破壊的イ
ノベーションを志向し、商慣習も働き方も意
思決定の構造も、すべてが大企業とは異な
る、スタートアップとの連携が注目されてい
る。

3	 イノベーションの担い手となる
	 スタートアップ

スタートアップはイノベーション創出の主
体として期待されている。岸田首相の掲げる
成長戦略では2022年度をスタートアップ創出
元年とし、スタートアップエコシステムの構
築とオープンイノベーションの推進が言及さ
れている。社会全体でイノベーションを創出

題は、既存事業のマーケット縮小と社員の高
齢化に伴うスキルの陳腐化である。事業の非
連続な成長のために新規事業の創造、すなわ
ちイノベーションの創出を目指すわけである
が、モノをつくればどんどん売れた時代に事
業を効率的に回すように最適化された組織で
は、新しい柱となる事業を生み出すことは簡
単ではない。新しい取り組みを始めようにも
業務が変わることへの抵抗が大きい。

図 1 に野村総合研究所（NRI）が企業の部
課長級を中心とする中間管理職層を対象に行
ったアンケート調査を示す。組織が創造的に
働くために必要な要素は、安定的な雇用を確
保することや能力のある人材へ多額の報酬を
与えることよりも、「より多様・多彩な社員
を揃えること」であると認識されているが、
実際に多様・多彩な社員を自社でそろえられ
ていると自負する日本企業は多くないという
裏返しとも読み取れる。

近年では多様性に対する理解はさらに深ま
り、ビジネスにおいて必要な能力や経験、そ
して価値観注2の多様性を担保し、組織の力
を強めていこうという動き（ダイバーシティ
＆インクルージョン）が見られる。これはグ
ローバルへの事業展開が前提であり、かつ移
民の多い欧米の大企業では以前から積極的に
うたわれていたことである。日本でも、多様
な人と柔軟に働ける環境を用意し社員の高い
エンゲージメントの向上を図ること、さまざ
まな国籍・文化・背景を持つ社員によって各
地域のマーケットの理解につながること、そ
して多様な人が異才融合することで新しい価
値創造を生み出すこと、が経営に認知され、
積極的なビジネス上の戦略として推進されて
いる。国内でもダイバーシティ経営の推進は
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は米国、英国、ドイツ、フランスに比べて低
く、日本の起業活動は諸外国に比べて低い水
準にある注5。21年に行われた調査では、大
学生の65％は大企業（従業員300人以上の企
業を定義）を就職予定先としていることから
も、数人〜数十人規模の小規模組織であるス
タートアップに就職する人はまだ少数派であ
る注6。また、他国と比較し、日本では独自
の雇用慣行として「新卒一括採用」や「長期
雇用」と、それに伴う企業年金や健康保険組
合といった「社会保障」が存在し、同じ会社
に勤め上げる傾向が強い。このような慣行か
ら、大企業をファーストキャリアに選んだ人
材が、その後にスタートアップなどへ転職す
ることに積極的になれない状況が存在する。

大企業で副業や兼業が容認されていないこ
とも、スタートアップへの人材流入を阻害す
る要因となっている。現状、大企業とスター
トアップでは組織風土や労働環境が大きく異
なり、大企業に勤める人材にとってスタート
アップで働くことは未知の世界である。転職
までせずとも、副業・兼業で部分的にスター
トアップでの勤務を経験することが、スター
トアップ転職を促す一助になり得るが、その
ような活動を公式にできない人材が多く存在
する注7。

研究開発を伴うテック系スタートアップで
は、技術ノウハウに比べて事業化に必要なノ
ウハウが不足しているケースが多い。そのよ
うな場合には、大企業などでビジネス・マネ
ジメント経験を積んだ人材が活躍するポテン
シャルが存在するが、起業家が技術者である
場合、大企業のビジネスマンやスタートアッ
プを渡り歩く経営人材との接点がないほか、
地方に拠点を置くスタートアップの場合、ベ

するには、大企業だけでなくスタートアップ
を含めたエコシステムレベルで成長戦略を考
えようというメッセージである。

しかし、スタートアップエコシステムの創
出においては、人材・事業・資金の観点で良
好な循環を生み出すことが必要である一方
で、それぞれの課題が入り乱れ、実現できて
いない現状が指摘されている注4。特に人材
の観点では、起業家精神を持つ人材の絶対数
の不足、資金調達において必要になるCFO

（Chief Financial Officer）などの経験と専門
性を有する経営幹部となる人材の不足、事業
のグロースに必要な、「スタートアップ文化
に共感する」営業・マーケティング・バック
オフィスといったスタッフ部門の人員など、
あらゆるポジションが求められる。しかし、
現状では構造的にスタートアップに人材が流
入しにくい中で、質・量ともに限られた人材
プールから人員を融通しているという状況で
ある。

4	 スタートアップが直面する
	 人材課題

スタートアップとは、新しいビジネスモデ
ルを開発し、ごく短時間のうちに急激な成長
を実現することを目指す人々の一時的な集合
体である。近年では、新卒で就職した企業か
ら別の組織への転職や、大学卒業後のキャリ
アとしてスタートアップを選択することも広
がりつつあるが、依然としてスタートアップ
起業・就職をファーストキャリアにする人は
多くない。

2020年に発表された「起業家精神に関する
調査報告書」によると、日本の総合起業活動
指数（起業活動者が成人人口に占める割合）
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人材流動性を高めようというのは簡単では
あるが実現は簡単ではない。そもそも人材流
動性が高いことが日本にとって望ましいのか
という社会学的観点での長い議論がある。そ
こで本稿では、日本の雇用慣習を前提とした
上で、大企業とスタートアップ双方がイノベ
ーション創出を推進するために、人材流動の
観点からアプローチする方法について言及す
る。まずは、①大企業人材にスタートアップ
との接点をどう創出するか、という具体施策
を取り上げる。その上で、②そもそもスター
トアップへのキャリアを自然な選択肢とする
ために何が必要なのか、をイノベーションエ
コシステムの観点から考察する。

Ⅱ	大企業人材とスタートアップ
	 の接点創出

1	 人材育成施策としての
	 「スタートアップ出向」

日本の大企業にとって比較的導入しやすい
人材育成施策に、研修や出向など、人材を一
定期間組織外に送り出すものがある。部署異
動やグループ会社への出向もあるが、より環
境を大きく変えてこれまでとは価値観の違う
人々の中で刺激を受けるという狙いの下、

「スタートアップへの出向」という施策が注
目されている。大企業では新しいビジネスを
創出するマインドセットや成功体験を持った
人材がおらず、スタートアップではビジネス
を仕組み化して大きく成長させた経験のある
人材がいないという場合、双方の課題を解決
しようという取り組みになる。ただしここ
で、大企業が施策の恩恵を受けるのは、人材
がスタートアップに出向し元の企業に戻って

ンチャーキャピタル（VC）や支援団体など
によるマッチングが機能しておらず、経営人
材を外部から採用するルートが限定されてい
る。結果的に、研究者の個人的な人脈頼りで
経営人材を探している例も少なくない。

このように、スタートアップが抱える人材
課題の背景は、①大企業に人材が集中しスタ
ートアップへの接点が失われていること、②
キャリアを選択する時点でそもそもスタート
アップでの就労を想定できていないこと、が
あり、結局のところ大企業に人材が集中・滞
留している現状がある。現在の日本のスター
トアップを見ると、大企業と同様に、ある
種、組織の多様性は低く、事業の成長フェー
ズによって異なる要件を有する人材を確保で
きておらず、同質的な価値観の近しい少数の
社員で構成されているといえる。本来、経営
資源を持たず既存事業を否定し破壊的イノベ
ーションを志向するスタートアップであって
も、成長に必要な人材が不足している状態で
はイノベーションも起きにくくなってしまう
ため、大企業からの人材受け入れなどを通じ
て多様性を確保する必要がある。

5	 大企業人材への
	 アプローチによる人材の還流

人材流動性が高い欧米では、大企業とスタ
ートアップという二項対立のキャリア論が語
られることは少ない。そもそも一社に勤め上
げるという観点が希薄である上に、社会保障
や給与水準といった処遇も企業次第であるた
め、大企業とスタートアップそれぞれの人材
課題として取り上げられることは少ない注8。
したがって、日本の課題構造は諸外国では類
がなく、参考にできるモデルがない。
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度やルールが十分に整っているとは限らず、
柔軟な変化が求められる。何をすればよいの
か分からない状態で次々に新しいメンバーが
参画し、人間関係を構築していく必要性に迫
られる。異なる環境で働くという葛藤に直面
することで、マインドセットを含めた人間的
な成長を促す人材育成プログラムである。

このような学習は学術的に「越境体験」と
称される。図 2 に越境体験がもたらす人材育
成効果を示す。新しい環境での経験が「認知
的不協和」注10（人が自身の認知とは別の矛
盾する認知を抱えた状態、またそのときに覚
える不快感を表し、人はその不快感を解消す
るために何らかの行動を起こす）を生み出
し、良質な葛藤を得ることで越境を経験した
人材のスキルやコンピテンシーが変革される
とされている。

プログラムを導入する大企業は、越境体験
によって壁にぶつかっても乗り越えた経験が
もたらす推進力をイノベーションの創出へつ
なげようと考える。実際、大企業が越境体験
を導入する際は、新規事業推進人材の育成や
次世代を担う幹部候補生の育成目的とされて

きてからになる。短期的に恩恵を受けるのは
事業を推進する人材を獲得できるスタートア
ップであり、人材流動化によって大企業のイ
ノベーション推進力を高めるという観点では
即時的な効果を期待する施策ではない。

スタートアップ出向は、普段は大企業で働
く人材がスタートアップ・NPO・NGOとい
った自社以外の組織で一定期間、そのメンバ
ーとともに仕事をした上で再び所属組織に戻
ってくることを指す。たとえば、大企業の新
規事業開発担当の社員を、ビジネスの「 0 → 
1 」を生み出そうとしているスタートアップ
に送り込み、半年から 1 年程度のまとまった
期間、スタートアップの社員として働く。一
定期間、所属組織にはない環境に身を置くこ
とで、新たな気づきや物事の進め方を学び、
戻ってきた後「一皮むけて」所属組織におけ
るイノベーションの推進や多様なメンバーの
マネジメントなどの実行を期待するものであ
る注9。

大企業は制度やルールが整備されており、
安定的な組織運営の下で働くことができる一
方、スタートアップなどの小規模な組織は制

図2　越境体験がもたらす人材育成効果
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48 知的資産創造／2022年12月号

いるケースが多く、事業の推進力や提案力、
周囲の巻き込み力などの変化を期待するとい
う。図 3 に示すように、企業が越境体験のプ
ログラム導入を行う目的はさまざまであり、
まずは予期せぬトラブルを経験する「修羅場
体験」の克服による人間力の成長をという抽
象的な目的から始めることが多い。その上
で、プログラムの導入に慣れてくると、具体
的にこのスキルを身につけさせたいというこ
とや、スタートアップと特定のビジネスを実
現させる上での関係構築のために派遣したい
という、ビジネスケースとしての目的がより
明確になっていく傾向にある。

ある大手製薬企業では、新規事業担当部署
の社員がスタートアップに半年間、出向し
て、事業開発や営業に従事し事業開発を行う
上での進め方、提携する協業相手との交渉方
法を学び、出向から戻った後は元いた部署で
オープンイノベーションの活動を行ってい
る。大手通信企業では、プロジェクトマネジ
メント業務が中心になりがちなエンジニア

に、開発の最前線で技術やプロダクト製作を
経験できるスタートアップを派遣先として用
意し、戻ってきてからは自社のDXサービス
開発にスピード感を持って推進するといった
事例が存在する。

2	 導入を支援する
	 仲介事業者の役割

このプログラムにおいて重要な役割を果た
すのが仲介事業者である。仲介事業者は、大
企業の人事部や人材派遣元の現場と越境体験
の目的や内容のすり合わせを行い、越境者と
の対話を通じて、目標の設定や課題意識の明
確にする。越境者の越境先となるスタートア
ップ選定も仲介事業者が行う。優れた仲介事
業者は、越境者が成長する場所として適して
いるかどうか、スタートアップの事業内容や
フェーズ・組織の状況を見極めて越境者に紹
介し、その上で、越境中にはメンターを設定
し、越境者の抱える悩みや葛藤について問い
かけることで自己認識を支援するほか、マイ

図3　スタートアップへの越境体験を導入している企業から見た越境体験導入の目的

抽象的な目的例

具体的な目的例

幹部候補人材に経営人材に求
められるコンピテンシーを強
化してほしい

新規事業創出スキルを持つ人
材を育てたい

研究内容の事業化を行うこと
ができる人材を育てたい

データ分析スキルを持つ人材
を育て、DX推進に貢献しても
らいたい

CSV、CSR、SDGsといったテー
マの下、社会課題解決や価値
創造に寄与する社員の人材育
成を行いたい

自らのコンフォートゾーンを
外れ、内面を見つめ直すこと
で成長のきっかけをつくって
ほしい

出所）越境体験者、人事担当者、事業者へのインタビューなどを基に作成
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一つ目は、優秀な人材の取り込みであ
る。アマゾン・ドットコムやシスコなどの
大手IT企業では、優秀な人材が長く在籍
する動機づけのために、教育機関を通じ
て、データサイエンスなどの市場価値の高
い分野のハードスキルを身につけてもらう
機会を提供している。このような取り組み
は、組織外でのスキル習得、経験を積むと
いう観点で越境体験型のプログラムといえ
るが、組織内でイノベーション創出を起こ
すことや、組織外で得られたスキル・経験

 コラム 
海外グローバル企業における越境体験

人材流動性の高い欧米では、経営幹部の
育成に向けたマインドセット変革としてス
タートアップ出向という施策が採用される
ケースは少ない。一方で、より優秀な人材
の囲い込みや、成長機会を提供するための
人材育成投資として、社外への短期または
長期の派遣を伴う研修プログラムは多々存
在する。欧米のグローバル企業の越境体験
に類する研修プログラムの導入目的には四
種の意図が見られる（表 1 ）。

ンドセットやスキルの変化を把握し、越境者
の大企業での所属部署や人事との情報連携を
図る。

越境後は、越境を体験した人材が自社に戻
った際に活躍できるよう、スタートアップから
持ち帰った経験を報告会などを通じて上司や
周囲の人に共有し、協力を促す支援を行う。
一社員が建てつけもない状態から、自らの意
思で上司や人事部を巻き込んでこれらの工程
を推進するのは困難である。仲介事業者の価
値は、スタートアップに出向する前から元の組
織に戻ってくるまでの長期にわたり、越境者と
面談などの対話を通じて、マインドセットやス
キルに関する目標の設定や課題意識の明確化
をサポートすることにある。

このような大企業向けの越境体験プログラ
ムを提供する仲介事業者は存在しており、「企
業間レンタル移籍」を行うローンディールや

「他社留学」を支援するエッセンス、海外ス
タートアップへの派遣をアレンジするクロス
フィールズといった国内事業者が存在する。

また、スタートアップ自身の事業創造を支
援するアクセラレーターやVC、人材紹介事
業者も、このエコシステムの活性化を担うプ
レーヤーである。プログラムを導入・運用す
る大企業としては、部署間異動、関係会社や
取引先への出向、MBA留学といった自社の
人材開発メニューがさまざまにある中で、コ
ストと効果、狙いを鑑みながら導入を検討す
る必要がある。スタートアップ出向は、企業
内に徐々にイノベーションを推進する担い手
を育てるという観点では魅力的でありつつ
も、既存組織に半年や 1 年という期間不在に
なることへの抵抗は大きい。そして、スター
トアップ出向がガス抜きやご褒美と捉えられ
てしまう部分もある一方で、それならば留学
の方が魅力的だと感じる社員もいるだろう。
キャリア開発・タレントマネジメントの視点
でいかに効果的かつ魅力的な施策にできる
か、イノベーションの担い手としての投資対
効果があるのかの判断が、今後、評価される
ことになる。
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をもって社内の人材に影響を与えるといっ
た、日本で行われる越境体験プログラムの
実施目的とは異なった特色を持つ。

二つ目は、業務に直結させるためのハー
ドスキル獲得である。グローバルにビジネ
スを展開する企業では、海外赴任が決まっ
た社員向けの語学研修や、マネジメント層
向けの外国語でのコミュニケーション研修
を提供している。そのほか、エンジニアリ
ング企業では、社員または将来就職を予定
している学生向けに、電気技術者として必
要なハードスキルを習得してもらうために
研修を受講し、企業が認める認証企業から
資格を授与するといった取り組みが行われ
ている。これらは現場での即戦力として、
越境体験を通して言語やエンジニアスキル
の習得が実施されており、日本の大企業に
おいてもこのような研修の導入例は見られ
る。

三つ目は、イノベーションの創出を目的
とした越境体験である。大企業がイノベー

ション創出を目的として起業家やスタート
アップと連携する例や、マイノリティ人種
の管理職人材向けに多様性の必要性を伝え
る研修を提供し企業文化の変革を狙うな
ど、多方面での取り組みが見られる。コ
カ・コーラは、シードステージのスタート
アップを支援する「Coca-Cola Founders 
platform」を2013年から運用しており、同
社で働くシニアマネジャーがアドバイザー
として起業家を支援するプログラムを実施
している。米国のメディア企業であるワシ
ントンポストは、研修会社と提携し、マイ
ノリティ人種の管理職人材向けに、多様性
への理解があるメディアとしてのデジタル
メディア戦略の在り方やリーダーシップ
論、マネジメント手法を約一週間で習得し
てもらうプログラムを提供している。これ
らのプログラムは、社員個人のマインドセ
ット成長やイノベーションに寄与するソフ
トスキル習得を図るというよりも、組織全
体としてイノベーション創出を狙っている

表1　海外グローバル企業における越境体験型研修の類型

越境体験型研修の目的 背景

優秀な人材の取り込み
● 地域内で優秀な人材を引きつけるための一施策
として、将来に活用できる市場価値の高いスキ
ル獲得の機会を提供

● 企業自身が資金に余裕があり人材
育成に十分に投資可能

短期目線でのハードス
キル獲得

● 越境体験は、現場での即戦力となるスキルを鍛
える

● 長期目線での人材育成を見据えたマインドセッ
ト変革の目的は見られない

●「就社」の文化がないため、長期
目線でのソフトスキルの育成に焦
点が当てられていない

イノベーションの創出

● 外部から人材を取り込み、社内人材とともにビ
ジネスを創出（オープンイノベーションに近し
い形）

● D&Iを目的とした越境体験も含まれる

● 社内人材のマインドセット変革と
いうよりも、ビジネスにおけるイ
ノベーション創出の観点が強い

CSRの一手段
● 雇用創出による社会貢献を主眼としており、越
境体験を通じた従業員の自己成長は二次的なも
の

● 企業価値の向上や、ステークホル
ダーからの信頼・優秀な人材の獲
得を目的としている

出所）公開情報によるデスクトップリサーチ
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ど＞が確保された状態で新規事業の創出に従
事できる仕組み）を企業が導入することや、
大企業出身の人材が自らスタートアップを起
業するといった人材の流動もあるが、起業を
成功させるハードルの高さや現業への影響の
大きさから、簡単に実施できるものではな
い。

大企業からスタートアップへの人材流動に
は構造的な問題がある。まず、多くの大企業
人材が、スタートアップへのキャリアについ
て具体的な情報を得る機会が少ないことが挙
げられる。雇用の安定性や報酬、労働環境の
面から漠然としたネガティブイメージを抱い
ていることで、そもそもスタートアップへの
転職を選択肢から除外し、市場への流動数を
減らしている要因となっている注11。製造業
などハード・メーカー系の業種や経理・人事
などバックエンド系の職種の人材は、スター
トアップからの需要が高いにもかかわらず、

Ⅲ	大企業とスタートアップの
	 人材流動

1	 大企業からスタートアップへの
	 人材の流動を阻害する構造的要因

スタートアップ出向は、大企業人材を一時
的に外部組織に送り出し、一定期間が経つと
元の組織に戻す。出向先のスタートアップの
成長と、戻ってからの組織内でのイノベーシ
ョンの担い手としての活躍が期待される。ス
タートアップの経営人材不足を一時的に補う
役割を担う一方で、マクロの目線では、継続
的にCXO級の幹部人材として尽力するとい
った、スタートアップのそもそもの採用難や
人材不足を根本的に解決するアプローチでは
ない。

近年では出向ではなく、大企業などの人材
が新規事業創出に挑戦する「出向起業」（社
員のセーフティーネット＜収入、福利厚生な

という点で、日本の越境体験型研修と異な
っている。

四つ目は、CSRの一手段としての活用を
目的とした越境体験である。このような目
的の場合、主眼は将来の社員候補になる優
秀な学生を対象とした無償教育プログラム
の形を取る傾向がある。企業のCSRとし
て、雇用創出による社会貢献を主眼として
おり、従業員は学生のメンタリングや講師
の立場での参加にとどまる。つまり、彼ら
は学生への教育指導を通じて越境体験を経
験するが、自己成長は二次的であることが
多いため、日本の大企業が越境体験の導入
効果として求める、従業員の自己成長を促

す内容とはなっていない。

海外においては大企業からスタートアッ
プ、スタートアップから大企業への転職に
よる人材還流は頻繁に行われており、大企
業が自ら投資してまで社員をスタートアッ
プに出向させ、組織内で経験できない体験
やマインドセットの成長を促すという意図
は見られない。一方で、グループ内での異
動や転籍、機会付与としての越境機会は多
く存在している。社外への越境体験型の研
修としては、現場での即戦力となるハード
スキル獲得を目的としている傾向が見られ
る。
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企業人材はスタートアップでの挑戦をキャリ
ア選択から外してしまっている。

最後に、大企業人材とスタートアップをつ
なぐ人材紹介事業者の視点で考えると、ビジ
ネスモデルの課題が大きい。大企業人材をス
タートアップへ流動させることは、人材紹介
事業者の立場からすると決してメリットが大
きいとはいえない。スタートアップへの転職
を考える大企業人材の絶対数が少ない中で、
それを決心させるまでサポートを続けるには
労力を費やすことになるため、キャリアアド
バイザーのメリットを見いだしにくい。ま
た、スタートアップを経験しているアドバイ
ザーが少なく、候補者に適切なサポートもで
きないため、さらにスタートアップを選択肢
にする機会を失っている。仮にマッチングが
成立したとしても、大企業と比べて相対的に
スタートアップの年収水準は低いことから、
マージンとして得られる利幅が少なく、イン
センティブに乏しいのである。

2	 人材にスタートアップのリアルを
	 伝えていくことが第一歩

構造的に人材の流動が進みにくい中、大企
業からスタートアップへの人材流動を促す底
上げ施策には、スタートアップでのキャリア
形成に興味がない、考えたこともないという
無関心層や、関心はあるが漠然としたネガテ
ィブイメージを持っている層に対し、スター
トアップ転職の実情を周知する地道なPR活
動が必要である。

経済産業省の事業として社会実装推進セン
ター（JISSUI）とNRIが共同で実施した「大
企業からスタートアップへの転職経験に関す
る調査」では、⼤企業からスタートアップへ

そもそも事業開発を経験する割合が少なく、
スタートアップでのキャリア形成意向を醸成
するきっかけが得られていない。

次にスタートアップの視点からは、採用に
時間を割く資源がないこと、必要な人材要件
が不明確であること、などが課題として挙げ
られる。シード・アーリー期のスタートアッ
プは採用担当者がおらず、経営陣自らが採用
活動をせざるを得ない場合が多いが、事業拡
大に必死な時期でもあることから、採用活動
に十分な時間を確保するのが困難である。ス
タートアップは、ダイレクトスカウトをする
時間が確保できず、採用工程が長期化してし
まうことで、候補者の母集団形成ができず、
転職の意向を示している人材を取り逃してし
まう。

スタートアップは成長ステージによって抱
える課題が異なり、それに伴い組織に組み込
むべき人材が持つスキルや知見が変わってく
るが、そのことを人材側に訴求できていな
い。たとえば、シード期のスタートアップ
は、事業を軌道に乗せるため、猫の手を借り
てでもやるべきことを進めたい状況である。
大企業人材のうち、第二新卒層や組織の仕組
みづくりができる正社員を採用する、もしく
は事業に関連する高い専門性を有する層を業
務委託で採用したい、といったニーズを持
つ。アーリー期以降のスタートアップでは、
自社にとって有益な仕組みや、その仕組みを
浸透できる組織をつくることが求められるた
め、業務を切り出して副業や兼業で外部人材
に支援を依頼したり、事業化経験を持つ大企
業人材の採用を行ったりしたい、といったニ
ーズを持つ。しかし、こうしたニーズは大企
業人材に十分訴求できておらず、それ故、大
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の転職経験がある101人を対象にアンケート
を行った。自身の転職活動を振り返って、ス
タートアップへの転職を後悔している人は

101人中たった 1 人であり、年収が下がった
という人は半数にとどまり、半数は転職前と
同水準または大幅に上がったと回答してい

図4　過去に大企業で働いていたときに身につけた・磨かれたスキルの中で最も役に立っていると感じるもの

0％ 20 40 60 80 100

コミュ力（多様な立場との
円滑なコミュニケーション）......................... 7.9％

日本語力（メールの書き方、
ビジネスマナー）........................................... 5.0％

プレゼンテーションスキル
（資料作成力）................................................ 4.0％

メモまとめ力（議事録作成、
要点まとめ力）.............................................. 2.0％

こつこつ計画立てる力
（計画性、進捗管理）..................................... 1.0％

おじさん説得力（稟議・決裁の
ための論理的な説明力）................................ 0.0％

業務を通じた専門性・知識／技術
（業務知見）........................................... 18.8％

外部連携力（社内の他部門、
同業種・異業種の他社との協働
による、異分野との連携）................... 17.8％

ロジカルシンキング
（大企業的思考力）................................ 13.9％

やり抜く力
（ハードな仕事を完遂する力）.............. 12.9％

プロジェクトマネジメントスキル
（リーダーシップ）.................................. 8.9％

組織横断根回し力（社内派閥・
政治圧を踏まえた調整力）..................... 7.9％

18.8％ 17.8％ 13.9％ 12.9％ 8.9％ 7.9％ 7.9％ 5.0％ 4.0％

2.0％

1.0％

※小数第二位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）社会実装推進センター・野村総合研究所「大企業からスタートアップへの転職経験に関する調査」（2021年 5月）より作成

図5　大企業からスタートアップに転職して変化があったもの

大幅によくなった・よくなった　　　　同水準　　　　悪くなった　　　　大幅に悪くなった

仕事の楽しさ

仕事の自由度・裁量

家族・友人との人間関係

年収
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89％ 10％

1％

93％ 5％

2％

41％ 54％

26％ 23％ 28％ 24％

5％

※小数第一位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）社会実装推進センター・野村総合研究所「大企業からスタートアップへの転職経験に関する調査」（2021年 5月）より作成
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いないにしても、転職・副業・業務委託など
を具体的に検討するといった行動にはまだ距
離がある。このようなセグメントには、キャ
リアイベントやメンタリングの機会を通じ
て、スタートアップキャリアを考え、行動し
てもらうきっかけを提供することが有効であ
ろう。たとえば、VCのジャフコグループは
キャリアアカデミー事業を運営しており、ス
タートアップで活躍し得る人材の中長期的な
育成および拡大を目的に、大企業人材向けに
イベントやキャリア面談を実施している。ジ
ャフコグループとしては、自社が投資実行を
しているスタートアップに優秀な人材が流入
することで事業の成長につながり、長期的に
はリターンを回収できるというモデルにな
る。

スタートアップでのキャリア形成を意識す
る行動層や決心層に対しては、個々のスター
トアップに理解の深い仲介事業者が重要な役
割を果たす。ステージごとの課題やニーズを
適切に把握していなければ、適切な人材をマ
ッチングさせることは難しい。人材プールに
リーチを持ち、メンタリングに工数を割くこ
とができる仲介事業者が、VCなどスタート
アップに対する深い知見がある事業者と連携
し、複数の人材流動パターンをスタートアッ
プに提示できるような体制が理想的である。
または、VCやアクセラレーターといったス
タートアップに日頃から密にかかわっている
事業者が人材紹介機能を持つ形態もある。小
規模なシード期のスタートアップや経営幹部
クラスの人材募集については、現状は個人的
人脈のつながりのあるリファラルの形で流動
しているケースが多いと考えられるが、事業
として人材紹介を通じてスタートアップを支

る。また、「大企業で働いていたときに身に
つけた・磨かれたスキルのうち、スタートア
ップで働くに当たり最も役に立っていると感
じるものは何か」という質問に対しては、大
企業で身につけた「業務を通じた専門性・知
識／技術（業務知見）」と回答している（図
4 ）。

この結果はスタートアップのキャリアへの
漠然としたネガティブイメージに対抗するも
のであり、かつ、大企業人材が自らの業務経
験やスキルをスタートアップの仕事で活かす
チャンスがあることを示唆している。さら
に、大企業からスタートアップに転職して変
化があったものとして、スタートアップへの
転職者のうち 9 割以上は転職によって仕事の
楽しさや自由度が高まったと回答したほか、
家族・友人との人間関係について悪化したと
いう人は 5 ％にとどまった（図 5 ）。

このようなスタートアップへの転職の実情
に関する情報を定量的に把握する機会は少な
いため、人材市場の形成において実態を適切
に把握し、社会の機運を高めていく広報的な
活動が必要になってくるだろう。

3	 関心層を行動層へ引き上げる
図 6 に大企業人材のスタートアップでのキ

ャリア形成意向に関するモデルを示す。スタ
ートアップへのキャリアチェンジを前向きに
捉える人材プール層の拡充に向け、広報によ
り無関心層への認知を高めることに加えて、
関心層を行動層に引き上げるための施策も重
要になる。

関心層はスタートアップでのキャリアに意
欲・興味はあっても行動を躊躇する傾向があ
る。漠然としたネガティブイメージは持って
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とが重要である。
越境体験に限らず、大企業人材のスタート

アップへの転職や起業など、イノベーション
エコシステムを人材起点で活性化する上で
も、大企業人材とスタートアップとの間で適
切なマッチングを実現することが根本の課題
である。スタートアップでのキャリアをイメ
ージし切れない大企業人材を強引に転職させ
ても、高いパフォーマンスを期待するのは難
しいだろう。

スタートアップでの挑戦を大企業の人材に
決意してもらうには、「スタートアップだか
らこそできる経験を積みたい」という志向性
を高める必要がある。とはいえ、スタートア
ップでの勤務経験がない中でそのような志向
を持つことは難しいだろう。大企業人材が自
らのキャリアで達成したい本質的な欲求を具
体化し、それが実現できる環境がスタートア
ップであると気づけるように働きかけること
が、人材流動のファーストステップといえ

援する事業者も存在する注12。人材がスター
トアップでのキャリアをより明確に意識し、
自己実現の場として適切であると納得できれ
ば、流動は促されていく。

大企業からスタートアップへの流動を支援
する仲介事業者からは、大企業人材に対して
カウンセリングや面接対応などコストを掛け
てスタートアップへのキャリアを促しても、
結局、雇用が安定した大企業に転職してしま
うという声がある。雇用の安定や収入の面で
は、総じて大企業に利がある状況はすぐには
変わらない。人材プールを広げる中で、「収
入や安定といった大企業に求めるものとは違
う、自分なりの目的意識がある人」をいかに
見いだすか、育てていけるかが、スタートア
ップ人材市場を成長させるためには必要であ
る。

Ⅳ	人材を起点とした
	 イノベーションエコシステム
	 の創出に向けて

1	 人材のスタートアップ志向性を
	 高める

大企業でイノベーション人材を育成する目
的で行われるスタートアップ出向では、大企
業とスタートアップをうまくマッチングさせ
ないと人材は成長できず、得るものがないま
ま元の組織に戻ってくることになる。スター
トアップとしても、自社の事業への貢献が期
待されない人材を受け入れても、ただのお荷
物を抱えることになってしまう。越境元であ
る大企業とその人材、そして越境先となるス
タートアップがWin-Win-Winとなるマッチ
ングのためにも、意義や目的を明確にするこ

図6　大企業人材のスタートアップでのキャリア形成意向のモデル

セグメントのイメージ
高

低

決心層決心層

行動層

関心層

無関心層
スタートアップでのキャリア
形成に興味がない、考えたこ
ともない層

スタートアップでのキャリア
形成をポジティブに捉えてい
る層

スタートアップでのキャリア
形成の具体的な検討を始めて
いる層

スタートアップでのキャリア
形成を前提とする明確な意志
がある層

スタートアップ
流動確度
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る。
大企業に所属しながらスタートアップ志向

性を高める手法として、プロボノ・兼業・副
業・業務委託などを通じて就業時間外で部分
的にスタートアップとの接点を持ち、その実
情を把握してもらうことは有効策といえる。
特にプロボノは、副業・兼業・業務委託など
と異なり、副業規定に抵触しないことに加
え、対価を得ずにボランティアとしてスター
トアップの業務に関与するため、心理的障壁
が低い参画方法である。スタートアップの働
き方を肌で感じる実体験は、スタートアップ
に対する志向性を高めるきっかけとしては非
常に有効である注13。

人材を起点としたイノベーションエコシス
テムの構築に向けては、大企業人材がスター
トアップに転職することのみを促すのではな
く、出向やプロボノといった多様なきっかけ
を通じてスタートアップとの接点を増やすこ
とが重要である。

2	 人材の流動を
	 プラスに考える社会に

大企業に集中・滞留する人材をスタートア
ップに流動させ、イノベーションの担い手と
して活躍させていこうという取り組みは、大
企業からすれば貴重な人材資源の流出とも捉
えられる。スタートアップ出向は自社のイノ
ベーションを担う人材を育成する取り組みと
はいえ、しばらくの間、外の世界を見て刺激
を受けることで、元の組織における違和感や
失敗が認められない窮屈さに嫌気がさし、結
果的に人材を失う結果となってしまう可能性
もあるだろう。大企業人材が自らの意思で、
兼業・副業・プロボノの形でスタートアップ

に参画することになれば、それまでの活動に
対する優先度を落としかねない。転職となれ
ばなおさらである。

一方、スタートアップにしても、猫の手も
借りたいという状況であればそれなりに気の
利く働き手がいればよいというのが本音であ
る。本格的に経営をともにしていくような人
材は個人的な人脈（リファラル）で見つけて
いるのが実態であり、仲介事業者を介した人
材の採用に時間をかける余裕がないというの
が現状である。さらに、仲介事業者となり得
る人材エージェントやVCにとっても、構造
的にインセンティブを見いだしにくい市場で
ある。だからこそ、この人材を起点としたエ
コシステムの構築は難しい課題として残積し
ているのである。

人材側の目線では、広報活動を通じて無関
心層を関心層に引き上げることや、行動層を
決心層に引き上げるような機会提供を行うこ
とが、適切な人材流動を促すだけでなく、イ
ノベーションエコシステムを正の方向へ循環
させるための具体的なアプローチとして有効
である。

その上で仲介事業者、アクセラレーターや
VCらが新しい取り組みを進めることで、大
企業からスタートアップへの人材流動の機会
は加速する。この機運をさらに加速させるた
めには、大企業側が人材の流動をより前向き
に捉えることが必要である。大企業から人材
がスタートアップに転職し、短期的には大企
業からの人材流出になったとしても、いずれ
出戻り社員の登用やスタートアップとのオー
プンイノベーションなどで、中長期的には大
企業側にも大きなリターンが得られると考え
られる。
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一部の企業では「アルムナイネットワー
ク」などと呼ばれる、企業を離職・退職した
人で形成されるコミュニティを組成し、元社
員同士が交流する場や企業に在職している社
員とのかかわりの場をつくり出している。そ
のネットワークで人材を紹介したり、元の企
業に出戻るきっかけになったりするなど、ア
ルムナイネットワークを利用した採用活動が
行われている。また、退職者に対して一定期
間、復職する権利を付与するジョブリターン
／カムバック制度を導入する企業では、非連
続な経験の機会に飛び込むきっかけや、育児
休暇など女性の多様なキャリアの在り方を支
援する機会にもなっている。

退職者を「裏切り者」として冷遇するので
はなく、社外資産と捉えて関係を持ち続ける
取り組みは、自社のイノベーション創出にと
どまらず、社会のイノベーション創出を促す
ための一助になっていくだろう。

3	 三方よしの人材市場を目指して
長期的に見て、大企業、スタートアップ、

そして仲介事業者の三つの事業体が人材流動
によるメリットを享受できる市場を目指すこ
とが望ましい。

大企業にとって、大企業・スタートアップ
間での人材流動性が高まれば、新卒採用にと
らわれない多様な経歴を持つ人材を採用しや
すくなる。しかも、スタートアップという新
しい環境での認知的不協和を経験すること
で、壁にぶつかっても乗り越えることができ
るマインドセットを持った人材は、大企業内
でイノベーション創出のリーダーとして活躍
することができる。

スタートアップにとっては、人材流動性が

高まることでスタートアップへの新卒入社や
起業を目指す人が増えるほか、大企業で経営
資源を用いた事業開発の経験や特定の分野で
の業務経験を持つ人材を正社員、業務委託、
兼業・副業、プロボノ、大企業からの出向な
ど、あらゆる手段で採用しやすくなり、組織
の成長を押し上げることができる。

仲介事業者にとっては、スタートアップへ
の流動可能性が高い大企業人材のプールが大
きくなることで、スタートアップの要件に合
う人材をマッチングでき、スタートアップ向
け人材紹介事業という新しい市場を獲得する
ことができる。

大企業からスタートアップへの人材流動が
促された先には、スタートアップから大企業
への人材の還流もある。その周辺には、大企
業同士やスタートアップ同士の人材流動もあ
るだろう。そこには人材紹介会社、VC、ア
クセラレーターらが多様なビジネスモデルで
かかわり、イノベーションエコシステムを構
築している。これらのステークホルダーが短
期的な人材獲得争いをするのではなく、長期
的な目線でイノベーションの創出に寄与する
プレーヤーとして機能すべく、政策としてス
タートアップへの人材流動を促すための支援
といった介入も必要であろう。

本質的には、人材を大企業からスタートア
ップ、またはその反対へ流動させることによ
って収益が生まれる手数料ビジネスではな
く、その流動の結果ビジネスがグロースした
のかどうか、流動先にとって価値が生まれた
のかどうかによって報酬が判断されるよう
な、長い目線で人材ビジネスを捉え直す必要
がある。それには、もちろん政府の旗振りも
必要となってくる。
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大企業と一言でいっても、自社の人材に対
する機会付与の考え方や、人材起点でのイノ
ベーション創出に向けた施策には、状況によ
って多種多様な選択肢がある。人材流動を介
してスタートアップやVC、アクセラレータ
ー、仲介事業者といったステークホルダーと
連携することは、イノベーション創出に向け
た取り組みの新しい選択肢の一つであり、市
場からよい人材を自社で獲得し、抱えようと
いう刈り取りの施策ではない。機会を与え、
期待し、鍛えることで人材は成長するともい
うが、スタートアップでのキャリアという機
会を与え、自社での還元に期待し、しばらく
の期間見守る（鍛える）という取り組みが成
果を出すまでにはしばらくの時間がかかる。

人材育成が一朝一夕でいかないように、人
材を起点としたイノベーション創出はすぐに
成果が出せるものではない。大企業は、イノ
ベーションの担い手となるスタートアップを
うまく巻き込み、エコシステムを構築するプ
レーヤーとして、社会によい循環を生み出し
ていく存在でありたい。
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密保持契約などの情報管理や業務範囲について
定めがなく参画しているケースもある点は課題
として指摘されている
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